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１．平成17年６月中間期の連結業績（平成17年１月１日～平成17年６月30日） 

(1) 連結経営成績     （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 

17年６月中間期 

16年６月中間期 

百万円   ％

35,820（  73.7）

20,623（ 166.1）

百万円   ％

10,859（  51.9）

7,149（ 309.4）

百万円   ％

11,476（  56.9）

7,314（ 333.5）

16年12月期 45,567     15,059     15,474     

 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）純利益
 

17年６月中間期 

16年６月中間期 

百万円 ％

5,180 (  ― )

△8,650 (  ― )

円 銭

438  42

△7,659  41

円 銭

434 20

―

16年12月期      △14,271     △12,458 37 ―

(注) 1．持分法投資損益     17年６月中間期 408百万円 16年６月中間期 △11,085百万円 16年12月期 △10,715百万円 

   2．期中平均株式数（連結） 17年６月中間期 11,816,582株 16年６月中間期 1,129,405株 16年12月期 1,146,706株 

   3．会計処理の方法の変更  無 

   4．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

   5. 平成17年2月21日付で１：10の株式分割を実施しておりますが、平成17年6月中間期の期中平均株式数及び１株当たり情報は、

期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本
 

17年６月中間期 

16年６月中間期 

百万円 

1,296,924 

261,826 

百万円

53,533

26,917

％ 

4.1 

10.3 

円 銭

4,527  59

23,606  50

16年12月期 307,556 45,853 14.9 38,814 92

(注) 期末発行済株式数（連結） 17年６月中間期 11,823,943株 16年６月中間期 1,140,242株 16年12月期 1,180,948株 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高
 

17年６月中間期 

16年６月中間期 

百万円 

△25,623 

6,232 

百万円

 24,484

△17,170

百万円 

40,915 

2,785 

百万円

72,285

17,751

16年12月期 9,069 △30,040 27,403 32,390

 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数 29社  持分法適用非連結子会社数 ―社  持分法適用関連会社数 10社 

 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結 (新規) 12社 (除外) １社   持分法 (新規) ２社 (除外) ―社 
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企業集団の状況 
 

(1) 事業の内容 

  当社の企業集団は、平成17年６月末日現在で、当社（楽天株式会社）、子会社29社及び関連会社10社によって

構成されております。 

  当社グループは総合的なインターネットサービス企業グループとして、① 物販を中心としたＥＣ（エレクト

ロニック・コマース＝電子商取引）に関するサイト運営・サービス提供などを行う「ＥＣ事業」、② インター

ネットへの「入り口」の役割を担うポータルサイト運営などを行う「ポータル・メディア事業」、③ 宿泊予約

など旅行関連のサイト運営・サービス提供などを行う「トラベル事業」、④ オンライン証券取引など金融関連

のサービスを提供する「金融事業」及び⑤ プロ野球球団の運営や関連商品の企画販売などを行う「プロスポー

ツ事業」を展開しております。 

  当社グループの主な事業内容及び当社と主な関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。ま

た、次の事業区分は事業の種類別セグメント情報の事業区分と同一であります。 

  なお、事業区分の方法については、従来、「ＥＣ事業」、「ポータル・メディア事業」、「トラベル・エン

ターテイメント事業」及び「金融事業」に区分しておりましたが、プロスポーツ事業への進出をはじめとする急

速な事業領域の拡大に対応して、平成17年１月より事業相互の一層の連携強化を図るために、事業カンパニーの

再編を行ったことに伴い、事業の類似性・関連性を再検討した結果、当中間連結会計期間より「ＥＣ事業」、

「ポータル・メディア事業」、「トラベル事業」、「金融事業」及び「プロスポーツ事業」へと区分の見直しを

行っております。 

 

① ＥＣ事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

インターネット・ショッピング・モール（『楽天市場』）の運営 楽天(株) 

個人向けオークション・サイト（『楽天フリマ』）の運営 楽天(株) 

企業向けサービス取引市場（『楽天ビジネス』）の運営 楽天(株) 

ＥＣ（エレクトロニック・コマース＝電子商取引）に関するコンサルティング 楽天(株) 

『楽天カード』などの決済サービスの提供 楽天(株) 

インターネット上の書籍販売サイト（『楽天ブックス』）の運営 楽天ブックス(株) 

デジタルコンテンツ提供サイト（『楽天ダウンロード』）の運営及びデジタル 

コンテンツ提供システムの開発 

楽天(株) 

(株)デジパ・ネットワークス 

インターネット上のゴルフ場予約サイト（『楽天GORA』）の運営 楽天(株)  

『ダイニング・ア・ラ・カード』などのクラブマーケティング事業 シグニチャージャパン(株) 

オンラインチケット販売ASP事業 楽天エンタープライズ(株) 

チケット販売システムの企画運営管理 (株)ローソンチケット 

 

② ポータル・メディア事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

検索機能などを備えたポータルサイト（『infoseek』）の運営 楽天(株) 

インターネット上のグリーティングカードサービスの提供 楽天(株) 

新卒学生を中心とした就職情報コミュニティサイト（『みんなの就職活動日記』）の

運営 
みんなの就職(株) 

CS放送チャンネルの運営 楽天ティービー(株) 

インターネットを活用したマーケティングサービスの提供 ターゲット(株) 

総合データベース・マーケティング事業 (株)サイバーブレインズ 

ブロードバンド向けコンテンツ・ポータルサイト（『ShowTime』）の運営 (株)ショウタイム 
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③ トラベル事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

総合旅行サイト（『楽天トラベル』）の運営、宿泊予約・航空券予約サービスの提供 楽天トラベル(株) 

中国国内における総合旅行サイト（『Ctrip.com』）及び大規模コールセンターを 

通じた宿泊予約・航空券予約事業 
Ctrip.com International, Ltd. 

 

④ 金融事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

オンライン証券取引サービスの運営 楽天証券(株) 

個人向けカードローン事業 楽天クレジット(株) 

クレジットカード・ショッピングクレジットを中心とした総合信販業 国内信販（株） 

 

⑤ プロスポーツ事業 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

プロ野球球団『東北楽天ゴールデンイーグルス』の運営 (株)楽天野球団 

『東北楽天ゴールデンイーグルス』関連商品の企画・販売 (株)楽天スポーツプロパティーズ
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(2) 事業系統図 

【ＥＣ事業】

楽天(株)

楽天ブックス(株)

シグニチャージャパン(株)

楽天エンタープライズ(株)

【ポータル・メディア事業】

楽天(株）

みんなの就職(株）

楽天ティービー(株)

　ターゲット(株)

　　　　　　　(株）サイバーブレインズ

【トラベル事業】

楽天トラベル(株)

【金融事業】

楽天証券(株)

楽天クレジット(株)

国内信販(株）

【プロスポーツ事業】

(株)楽天野球団

(株)楽天スポーツプロパティーズ

プロ野球ファン、一般消費者
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【ＥＣ事業】

楽天(株)

楽天ブックス(株)

シグニチャージャパン(株)

楽天エンタープライズ(株)

【ポータル・メディア事業】

楽天(株）

みんなの就職(株）

楽天ティービー(株)

　ターゲット(株)

　　　　　　　(株）サイバーブレインズ

【トラベル事業】

楽天トラベル(株)

【金融事業】

楽天証券(株)

楽天クレジット(株)

国内信販(株）

【プロスポーツ事業】

(株)楽天野球団

(株)楽天スポーツプロパティーズ

プロ野球ファン、一般消費者
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経営方針 
 

1.  経営の基本方針 

当社はインターネット上におけるエレクトロニック・コマース（電子商取引、以下「ＥＣ」）のプラット

フォームの提供を通じて、我が国におけるＥＣを発展させることを目的に設立されました。インターネットは今

後さらに広く社会に浸透していくと考えられ、インターネットビジネスは加速度的に様々な方向へ向かって発展

していくものと予想されます。 
当社の経営の基本方針は、拡大するインターネットビジネスの主要分野において、質の高いサービスを提供す

ることにより取引先企業及び消費者の満足度を高め、我が国のインターネットビジネスの興隆を促進するととも

に、収益力・成長力の面において成功モデルとなり、社会的にも経済的にも自らの価値を極大化することにある

と考えております。 
 

2.  利益配分に関する基本方針 

当社の利益配分につきましては、企業価値の極大化を念頭に、健全な財務体質の維持及び積極的な事業展開に

備えるための内部留保の充実等を勘案しつつ、収益状況に応じた利益還元を行うことを基本方針としております。 

また、当社では、当社を含むグループ会社役職員の業績向上に対する意欲や士気を一層高めることを目的にス

トックオプションの付与を実施しております。これは、業績向上が株価に反映されることにより、役職員の意欲

や士気の向上が、株主の利益に直結することを意図したものであり、経営政策上重要な制度であると考えており

ます。 

 

3.  投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、より多くの投資家に投資していただきやすい環境を整備することを念頭に、平成12年４月の株式公開

以来、３度の株式分割を実施してまいりました。 

今後におきましても株式の流動性向上及び投資家層の拡大に資するべく、投資単位の引下げについては継続的

に検討してまいります。 

 

4.  中長期的な経営戦略と課題 

① 中長期的な経営戦略 

インターネットの接続環境において、常時接続、高速接続が普及しＥＣの裾野が拡大するなか、当社及び当

社グループでは各社の経営資源を複合的に投入し、『楽天市場』をはじめとするグループＥＣサイトにおける

流通総額の増大及び当社グループが運営するサイトのメディア（媒体）価値の向上、ならびにインターネット

と高い親和性を持つ金融関連分野への進出など通じ、グループ全体の収益基盤の強化を進めていくことを経営

戦略の中核に据えております。 

具体的には、当社グループの事業領域を「ＥＣ事業」・「ポータル・メディア事業」・「トラベル事業」・

「金融事業」・「プロスポーツ事業」の５つに区分し、それぞれの事業領域において高成長・高収益体質を確

立するとともに、インターネットという共通のインフラを通じて事業領域間でのシナジー（相乗効果）を極限

まで高めることが中長期的な経営戦略の根幹をなすものであると考えております。 

② 対処すべき課題 

当社グループとして対処すべき課題としては、中長期的な経営戦略実現のために必要な経営資源を適時・適

切に投入するために、権限委譲による意思決定の迅速化、業務執行の責任と権限の明確化を図り、経営の機動

性を確保するとともに効率的な牽制機能を充実させることが必要であると考えております。そのため、執行役

員制の導入、グループ内各社のオフィス統合などを進め、経営の効率化を図るとともにコーポレート・ガバナ

ンスの一層の強化に努める所存であります。 

合わせて、個人情報保護などの点でグループ全体のセキュリティレベルをより一層高め、事業遂行上のリス

クを可能な限り軽減することも重要な課題であると認識しております。 
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5.  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業価値の継続的な向上のために、経営における健全性・透明性を高めつつ、環境の変化に即応し

た機動的な意思決定と柔軟な事業運営・組織運営を行うことを最重要課題として認識しております。 

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

取締役会については、社外取締役５名が原則として毎回出席し、業務執行状況の監督ならびに経営上の重要

事項に関する意思決定に参画しております。２名の社外監査役についても原則として毎回取締役会に出席し、

適宜、意見の表明を行うとともに監査役会の充実に努めております。 

また、平成15年１月にグループ各事業の経営基盤強化を目的として事業カンパニー制を導入したことを契機

に、事業の類似性・関連性を再検討し、各取締役の業務分掌変更を含めた組織の再編を適宜実施しております。 

③ 会社と会社の社外取締役及び監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

当社の社外取締役（５名）及び社外監査役（２名）と当社の間には、重要な利害関係はありません。 

 

6.  目標とする経営指標 

当社は、我が国のインターネットビジネスの興隆を促進するとともに、収益力・成長力の面において成功モデ

ルとなり、社会的にも経済的にも自らの価値を極大化することを経営の基本方針としております。このため売上

高・利益の更なる成長を志向するのはもちろんのこと、今後数年内に当社グループ運営サイト内での流通総額

（商品・サービスの取扱高）を年額１兆円規模とすることを目標としております。 
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経営成績及び財政状態 
 

1.  経営成績 

当中間連結会計期間においては、１月から３月まで３ヶ月間のＦＴＴＨ契約者数の純増数が同期間のＤＳＬの

純増数を初めて上回るなど、インターネットへの接続環境は、より高速に、より安定したものになってきており

ます。加えて、ブログやソーシャル・ネットワーキング・サービスといった新たな形態のコミュニティの登場に

より、インターネットの利用環境にも変化が見え始め、特にブログにおいては、ブログＥＣ（エレクトロニッ

ク・コマース＝電子商取引）市場が2004年の0.8億円から2006年には38.2億円(販売貢献額ベース)に急激に拡大

すると予想されるなど、インターネット及びＥＣは今後さらに個人レベルにまで深く浸透し拡大していくものと

期待されております。（※） 

インターネットはＥＣの拡大とともに、様々な商品・サービスの取引が行われる流通チャネルとしてその裾野

を大きく拡げており、このような状況のもと、当社グループとしては『楽天市場』や『楽天トラベル』を中核に

サイト内流通総額の極大化に向けた「楽天１兆円プロジェクト」を引き続き推進するとともに、グループ運営サ

イトの広告媒体としての価値（メディアバリュー）向上に注力してまいりました。具体的には、『楽天市場』を

中心にグループ共通のポイントプログラムである「楽天スーパーポイント」の活用を軸として、より一層のマー

ケティング施策の強化に努めるほか、『infoseek』を中心にコンテンツの充実により媒体力の強化を図ってまい

りました。 

さらに、これまで以上にブランド価値を高め、グループ各社のシナジーを強化することで、更なる顧客層の拡

大を目指すべく、ＣＩ（Corporate Identity）統一によるブランドロゴの変更を行っております。赤丸に白抜き

の“Ｒ”で表現されるグループ共通のブランドロゴは、各社または各事業別に名称部分の色を変えて独自性を確

保しつつも、楽天ブランドとして統一感を持たせたデザインとなっております。 

また、６月にはジェイ・ケイホールディングス(株)の買収を通じて、国内信販（株）の持分の過半数を取得し

連結子会社といたしました。国内信販（株）は、クレジットカード事業、ショッピングクレジット事業、カード

ローン事業を展開する総合信販会社でありますが、『楽天市場』・『楽天トラベル』などにおける決済サービス

の提供を始め、様々な事業分野でのサービスの連携が可能であり、グループ全体の顧客サービスの拡充及び業容

の拡大に資するものと見込んでおります。合わせて、インターネットを利用したデータベースマーケティングを

行っている（株）サイバーブレインズを子会社とするとともに、オンライン証券先物取引の運営を目的とする

ドットコモディティ（株）に出資するなど、積極的な事業領域の拡大を行ってまいりました。 

これらの結果、当中間連結会計期間における業績は、売上高35,820百万円（前年同期比73.7％増）、営業利益

10,859百万円（前年同期比51.9％増）、経常利益11,476百万円（前年同期比56.9％増）となり、中間純利益は

5,180百万円（前年同期は8,650百万円の中間純損失）となりました。 

 

（※）総務省 ブロードバンド契約者数等の推移より 

総務省 ブログ・ＳＮＳの現状分析及び将来予測より 

 

2.  財政状態 

当中間連結会計期間末においては、国内信販(株)が新たに連結子会社となったことに伴い、グループ全体の資

産規模が大幅に増大し、総資産は1,296,924百万円となりました。また株主資本は53,533百万円となり、株主資

本比率は4.1％となりました。 

なお、従来、買収に伴う連結調整勘定等については発生時に一括償却しておりましたが、当中間連結会計期間

中の買収に伴う連結調整勘定等については20年で償却するものとしております。この結果、当中間連結会計期間

末の連結貸借対照表には、国内信販(株)ほかの買収に伴って発生した連結調整勘定が14,154百万円計上されてお

ります。 

 

3.  キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローは39,894百万円の資金流入（前中間連結会計期間は8,039百万円の

資金流出）となり、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は72,285百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

 － 6 － 

 



「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前中間純利益を9,007百万円計上したものの、金融事

業において証券業における営業債権や営業貸付金等の残高が大幅に増加したため、25,623百万円の資金流出(前

年同期は6,232百万円の資金流入)となりました。 

 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、国内信販(株)の連結子会社化に伴う支出等があったものの、同社

の現金及び現金同等物の保有残高が支出額を上回ったため、結果として 24,484 百万円の資金流入（前年同期は

17,170 百万円の資金流出）となりました。 

 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、短期借入金の純増及び社債の発行による収入があったため、

40,915 百万円の資金流入（前年同期比 1,368.66％増）となりました。 

 

当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 前連結会計年度 当中間連結会計期間 

自己資本比率 10.3% 14.9% 4.1% 

時価ベースの自己資本比率 363.0% 449.5% 81.1% 

債務償還年数 3.6 5.4 ― 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 79.2 60.1 ― 

（注）1．自己資本比率：自己資本／総資産 

   2．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   3．債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   4．インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

(1) 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

(2) 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

なお、当中間連結会計期間の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業

キャッシュ・フローが資金流出のため、記載しておりません。 

 

4.  今後の見通し 

  当社及び当社グループ各社が属するインターネットビジネス業界は事業環境の変化が激しいため、業績の予想

を合理的に行うことが困難であります。しかしながら今後とも、急速に変化する環境の中で事業機会・収益機会

を的確に捉え、事業規模の拡大・収益構造の多角化を図り、企業価値の増大を目指してまいる所存であります。 
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中間連結財務諸表等 
 

中間連結貸借対照表 

     (単位：百万円) 

前中間連結会計期間末 

平成16年６月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成17年６月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成16年12月31日現在 科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 ％ ％ ％

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  17,751 72,303  32,396 

 ２ 受取手形及び売掛金  4,701 7,746  6,699 

 ３ 割賦売掛金  ― 148,630  ― 

 ４ 有価証券  0 ―  ― 

 ５ 信用保証割賦売掛金  ― 405,089  ― 

 ６ 資産流動化受益債権  ― 79,799  ― 

７ 証券業における預託金  101,677 139,358  108,353 

 ８ 証券業における信用取引資産  94,527 141,018  87,987 

 ９ 証券業における短期差入保証金  6,299 9,936  5,769 

10 営業貸付金  ― 164,429  27,901 

 11 その他  4,281 41,642  4,004 

貸倒引当金  △143 △29,469  △343 

  流動資産合計  229,094 87.5 1,180,486 91.0 272,769 88.7

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産 ※1   

  (1)工具器具備品  3,495 ―  ― 

  (2)その他  617 ―  ― 

  有形固定資産合計  4,112 1.6 20,044 1.5 4,725 1.5

 ２ 無形固定資産    

  (1)連結調整勘定  ― 14,154  ― 

  (2)その他  3,070 7,824  3,761 

無形固定資産合計  3,070 1.2 21,979 1.7 3,761 1.2

 ３ 投資その他の資産    

  (1)投資有価証券  19,774 ―  ― 

  (2)その他  5,840 ―  ― 

     貸倒引当金  △65 ―  ― 

  投資その他の資産合計  25,548 9.8 ―  ― 

 ４ 投資その他の資産    

  投資その他の資産  ― 74,919  26,178 

     貸倒引当金  ― △504  △474 

  投資その他の資産合計  ― 74,414 5.7 25,703 8.4

  固定資産合計  32,731 12.5 116,437 9.0 34,190 11.1

Ⅲ 繰延資産  ― ―  597 0.2

資産合計  261,826 100.0 1,296,924 100.0 307,556 100.0
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  (単位：百万円) 

前中間連結会計期間末

平成16年６月30日現在

当中間連結会計期間末 

平成17年６月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成16年12月31日現在 科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 ％ ％  ％

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債    

 １ 買掛金  350 7,264  507 

 ２ 信用保証買掛金  ― 405,089  ― 

３ 短期借入金  22,038 326,452  46,897 

 ４ 未払金及び未払費用  2,749 ―  ― 

 ５ 未払法人税等  901 3,258  1,691 

 ６ 割賦利益繰延  ― 10,472  ― 

 ７ 前受金  1,832 ―  ― 

 ８ 証券業における預り金  76,825 98,483  82,507 

 ９ 証券業における信用取引負債  90,379 112,722  78,701 

 10 証券業における受入保証金  31,405 50,298  36,399 

 11 引当金  ― 1,683  ― 

 12 その他  936 43,926  7,970 

  流動負債合計  227,420 86.9 1,059,652 81.7 254,674 82.8

Ⅱ 固定負債    

 １ 長期借入金  487 157,930  2,019 

 ２ 退職給付引当金  22 139  15 

３ 役員退職慰労引当金  ― 123  ― 

 ４ 繰延税金負債  5,801 ―  ― 

 ５ その他  28 17,829  3,548 

  固定負債合計  6,339 2.4 176,023 13.6 5,584 1.8

Ⅲ 特別法上の準備金    

   証券取引責任準備金  942 1,601  1,213 

  特別法上の準備金合計  942 0.4 1,601 0.1 1,213 0.4

負債合計  234,702 89.6 1,237,277 95.4 261,472 85.0

（少数株主持分）    

 少数株主持分  206 0.1 6,113 0.5 230 0.1

（資本の部）    

Ⅰ 資本金  39,825 15.2 54,097 4.2 54,059 17.6

Ⅱ 資本剰余金  48,629 18.6 62,901 4.9 62,863 20.4

Ⅲ 利益剰余金  △71,691 △27.4 △72,451 △5.6 △77,311 △25.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金  10,227 3.9 9,186 0.7 6,372 2.1

Ⅴ 為替換算調整勘定  6 0.0 △119 △0.0 △48 △0.0

Ⅵ 自己株式  △80 △0.0 △81 △0.0 △81 △0.0

資本合計  26,917 10.3 53,533 4.1 45,853 14.9

負債、少数株主持分及び資本合計 261,826 100.0 1,296,924 100.0 307,556 100.0
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中間連結損益計算書 

      (単位：百万円) 

前中間連結会計期間 

自 平成16年１月１日 

至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 

要約連結損益計算書 

自 平成16年１月１日 

至 平成16年12月31日 
科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

   ％ ％  ％

Ⅰ 売上高   20,623 100.0 35,820 100.0  45,567 100.0

Ⅱ 売上原価   1,874 9.1 4,146 11.6  4,501 9,9

   売上総利益   18,748 90.9 31,673 88.4  41,065 90.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  11,599 56.2 20,813 58.1  26,006 57.1

   営業利益   7,149 34.7 10,859 30.3  15,059 33.0

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息及び受取配当金  1 226  26 

 ２ 有価証券売却益  ― 231  ― 

 ３ 為替差益  105 86  175 

 ４ 持分法による投資利益  126 408  506 

 ５ その他  39 273 1.3 71 1,024 2.9 59 767 1.7

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息  78 68  164 

  ２ 新株発行費  ― 48  116 

 ３ 支払手数料  9 87  16 

 ４ 社債発行費償却  ― 140  ― 

 ５ その他  20 108 0.5 62 407 1.1 55 352 0.8

   経常利益   7,314 35.5 11,476 32.0  15,474 34.0

Ⅵ 特別利益     

 １ 貸倒引当金戻入益  0 0  0 

 ２ 固定資産売却益  1 0  1 

  ３ 持分変動利益  ― 518  61 

 ４ その他  0 1 0.0 10 529 1.5 3 65 0.1

Ⅶ 特別損失     

１ 持分法による投資損失  11,211 ―  11,221 

２ 連結調整勘定償却額  1,059 ―  10,712 

３ 投資有価証券評価損  233 ―  375 

４ ポイント引当金繰入額  ― 1,022  ― 

５ 固定資産売却損 ※2 2 0  133 

６ 固定資産除却損 ※3 47 28  179 

７ 開業費償却額  ― 910  ― 

８ 証券取引責任準備金繰入  252 387  523 

９ リース解約損  ― 359  ― 

10 その他  489 13,295 64.5 289 2,998 8.4 832 23,977 52.6

税金等調整前中間（当期）純利

益又は純損失（△） 
 △5,978 △29,0 9,007 25.1 △8,437 △18.5

  法人税、住民税及び事業税  1,526 3,796  2,799 

  法人税等調整額  1,109 2,635 12.8 △79 3,716 10.4 2,971 5,771 12.7

  少数株主利益   36 0.2 110 0.3 61 0.1

  中間（当期）純利益又は純損失（△）   △8,650 △41.9 5,180 14.5  △14,271 △31.3
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中間連結剰余金計算書 

   (単位：百万円) 

前中間連結会計期間 

自 平成16年１月１日 

至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成16年１月１日 

至 平成16年12月31日 科目 

金額 金額 金額 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高 54,713 62,863  54,713

Ⅱ 資本剰余金増加高       
  １ 増資による新株の発行 ― ―  14,194 

 ２ 新株引受権行使による新株の発行 64 38  104 

３ 連結子会社の増加に伴う資本剰余金

増加高(※１) 1,004 1,068 ― 38 1,004 15,302

Ⅲ 資本剰余金減少高   

１ 自己株式処分差損 144 ―  144 

 ２ その他資本剰余金取崩額 7,008 7,153 ― ― 7,008 7,153

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）残高 48,629 62,901  62,863

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △69,739 △77,311  △69,739

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 中間（当期）純利益 ― 5,180  ― 

  ２ その他資本剰余金取崩額 7,008 7,008 ― 5,180 7,008 7,008

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 中間（当期）純損失 8,650 ―  14,271 

２ 配当金 279 295  279 

３ 役員賞与 31 8,961 25 320 31 14,581

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高 △71,691 △72,451  △77,311
       

 

（注） ※１ 連結子会社の増加に伴う資本剰余金増加高は、株式交換によるものであります。 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 

   (単位：百万円) 

前中間連結会計期間 

自 平成16年１月１日
至 平成16年６月30日

当中間連結会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・フロー計算書
自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日

区分 

金額 金額 金額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
   税金等調整前中間（当期）純利益又は純損失（△） △5,978 9,007 △8,437

   連結調整勘定償却額 1,059 18 10,712

   持分法による投資利益(△)又は投資損失 11,085 △408 10,715

   減価償却費 1,060 1,507 2,461

   固定資産売却損 2 0 133
   固定資産除却損 47 28 179

   開業費償却額 ― 910 ―

   有価証券売却益 ― △231 ―

   投資有価証券評価損 233 ― 375

   受取利息及び受取配当金 △1 △226 △26

   支払利息 78 68 164
   その他の損益調整 50 △215 181

   売上債権の増加額 △428 △857 △2,427

   未払金及び未払費用の増加額 166 181 1,194

   前受金の増加額 172 2,535 542

   証券業における営業債権の増加額 △63,868 △87,984 △63,722

   証券業における営業債務の増加額 62,840 63,915 61,787
   証券取引責任準備金の増加額 252 387 523

   営業貸付金の増加額 ― △11,745 △2,349

   その他 39 △193 636

    小計 6,808 △23,300 12,644
   営業保証金の支払額 △150 △14 △2,700

   営業保証金の受取額 300 ― 300
   法人税等の支払額 △726 △2,308 △1,174

  営業活動によるキャッシュ・フロー 6,232 △25,623 9,069
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

   投資有価証券の取得による支出 △13,507 △7,243 △13,625

   投資有価証券の売却による収入 ― 2,768 ―

   連結子会社株式の取得による支出 △228 ― △5,508
   連結子会社株式の取得による収入 ― 33,028 ―

   有形固定資産の取得による支出 △969 △1,225 △2,652

   有形固定資産の売却による収入 ― 10 144

   無形固定資産の取得による支出 △1,937 △3,735 △2,896

   出資金の増加による支出 △9 △7 △3,209

   出資金の減少による収入 6 2,500 6
   敷金保証金の支払による支出 △539 △20 △551

   敷金保証金の回収による収入 51 8 248

   繰延資産の取得による支出 ― △313 △597

   貸付による支出 ― △1,451 ―

   貸付金の回収による収入 ― 4 ―

   その他 △48 △38 △1,435
   利息及び配当金の受取額 11 200 36

  投資活動によるキャッシュ・フロー △17,170 24,484 △30,040
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

   短期借入金の純増加額 3,000 30,678 △2,608

   長期借入による収入 ― ― 2,000

   長期借入金の返済による支出 ― △19 ―
   社債の発行による収入 ― 9,860 ―

   株式の発行による収入 127 27 28,479

   自己株式の取得による支出 △1 △0 △2

   利息の支払額 △79 △40 △150

   少数株主の増資引受による収入 ― 739 ―

   配当金の支払額 △260 △286 △313
   少数株主への配当金の支払額 ― △44 ―

  財務活動によるキャッシュ・フロー 2,785 40,915 27,403
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 113 118 166

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △8,039 39,894 6,599
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 25,790 32,390 25,790

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 17,751 72,285 32,390

 

 － 12 － 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

１ 連結の範囲に関

する事項 

連結子会社の数  18社 

連結子会社は、次のとおりで

あります。 

マイトリップ・ネット㈱ 

楽天トラベル㈱ 

楽天エンタープライズ㈱ 

シグニチャージャパン㈱ 

㈱ファインワイン 

マイトリップ・ネット 

       ソウル㈱ 

㈱サイドビーネットワーク 

㈱メディオポート 

楽天ブックス㈱ 

㈱デジパネットワークス 

ワイノット㈱ 

楽天ティービー㈱ 

ターゲット㈱ 

みんなの就職㈱ 

Rakuten USA Inc. 

ディーエルジェイディレク

ト・エスエフジー証券㈱ 

㈱ビズシーク 

㈱ガイコミュニケーションズ

㈱デジパ・ネットワークスに

ついては、平成16年３月31日を

当社による支配獲得日とみなし

て、仮決算を実施し、連結財務

諸表を作成しております。 

したがって、当中間連結会計

期間の連結損益計算書及び連結

キャッシュ・フロー計算書に

は、同社の平成16年４月１日か

ら同年６月30日までの３か月間

の損益取引及び資金取引が含ま

れております。 

みんなの就職㈱については、

平成16年６月30日を当社による

支配獲得日とみなして連結財務

諸表を作成しております。した

がって、同社につきましては、

平成16年６月30日現在の貸借対

照表のみを連結しております。

㈱キープライム及び㈱コミュ

ニケーションオンラインは、平

成16年４月１日付で当社が吸収

合併しております。 

㈱ビズシーク及び㈱ガイコ

ミュニケーションズについて

は、前連結会計年度において

は、連結対象子会社でありまし

たが、当中間連結会計期間にお

いて清算結了しているため、清

算結了時までの損益計算書のみ

を連結しております。 

連結子会社の数 29社 

連結子会社は、次のとおりで

あります。 

楽天ブックス㈱ 

㈱デジパ・ネットワークス 

シグニチャージャパン㈱ 

㈱ファインワイン 

楽天エンタープライズ㈱ 

㈱メディオポート 

Rakuten USA, Inc. 

ターゲット㈱ 

楽天ティービー㈱ 

みんなの就職㈱ 

㈱サイバーブレインズ 

創光諮詢有限公司 

楽天トラベル㈱ 

マイトリップ・ネット 

ソウル㈱ 

上海旅之窗網絡有限公司 

㈱サイドビーネットワーク 

楽天証券㈱ 

楽天クレジット㈱ 

国内信販㈱ 

楽天アセットマネジメント㈱ 

楽天ストラテジック 

パートナーズ㈱ 

ティーケイビル㈱ 

ティーケイコマースビル㈱ 

ジェイ・ケイ 

ホールディングス㈱ 

国内信販サービス㈱ 

梶山倉庫㈱ 

㈱宮崎マリーナ 

㈱楽天野球団 

㈱楽天スポーツ 

プロパティーズ 

ティーケイビル㈱及びティー

ケイコマースビル㈱について

は、平成17年３月31日を当社に

よる支配獲得日とみなして、仮

決算を実施し、連結財務諸表を

作成しております。したがっ

て、当連結会計年度の連結損益

計算書及び連結キャッシュ･フ

ロー計算書には、同社の平成17

年４月１日から同年６月30日ま

での３か月間の損益取引及び資

金取引が含まれております。 

㈱サイバーブレインズ、創光

諮詢有限公司、上海旅之窗網絡

有限公司、国内信販㈱、ジェ

イ・ケイホールディングス㈱、

国内信販サービス㈱、梶山倉庫

㈱及び㈱宮崎マリーナについて

は、平成17年６月30日を当社に

よる支配獲得日とみなして、仮 

連結子会社の数  20社 

連結子会社は次のとおりで

あります。 

楽天ブックス㈱ 

㈱デジパ・ネットワークス

シグニチャージャパン㈱ 

㈱ファインワイン 

楽天エンタープライズ㈱ 

㈱メディオポート 

Rakuten USA, Inc. 

ワイノット㈱ 

ターゲット㈱ 

楽天ティービー㈱ 

みんなの就職㈱ 

楽天トラベル㈱ 

マイトリップ・ネット  

ソウル㈱ 

㈱サイドビーネットワーク

楽天証券㈱ 

楽天クレジット㈱ 

六本木アセット 

マネジメント㈱ 

  ㈱楽天野球団 

  ㈱ビズシーク 

  ㈱ガイ 

コミュニケーションズ 

㈱デジパ・ネットワークス

は、平成16年３月31日を当社

による支配獲得日とみなし

て、仮決算を実施し、連結財

務諸表を作成しております。

したがって、当連結会計年度

の連結損益計算書及び連結

キャッシュ･フロー計算書に

は、同社の平成16年４月１日

から同年12月31日までの９か

月間の損益取引及び資金取引

が含まれております。 

みんなの就職㈱は、平成16

年６月30日を当社による支配

獲得日とみなして、仮決算を

実施し、連結財務諸表を作成

しております。したがって、

当連結会計年度の連結損益計

算書及び連結キャッシュ･フ

ロー計算書には、同社の平成

16年７月１日から同年12月31

日までの６か月間の損益取引

及び資金取引が含まれており

ます。 

楽天クレジット㈱は、平成

16年９月30日を当社による支

配獲得日とみなして、仮決算

を実施し、連結財務諸表を作

成しております。したがっ

て、当連結会計年度の連結損
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

  決算を実施し、連結財務諸表を

作成しております。したがっ

て、同社につきましては、平成

17年６月30日現在の貸借対照表

のみを連結しております。 

楽天ストラテジックパート

ナーズ㈱及び㈱楽天スポーツ 

プロパティーズについては、当

中間連結会計期間に新規設立し

たことに伴い、当中間連結会計

期間より連結の範囲に含めてお

ります。 

 前連結会計年度まで当社の連

結子会社であったワイノット㈱

については、当中間連結会計期

間において当社が吸収合併して

おります。 

 なお、楽天アセットマネジメ

ント㈱は、六本木アセットマネ

ジメント㈱が当中間連結会計期

間中に商号変更したものであり

ます。 

益計算書及び連結キャッシュ･

フロー計算書には同年12月31

日までの３か月間の損益取引

及び資金取引が含まれており

ます。 

マイトリップ・ネット ソ

ウル㈱、六本木アセットマネ

ジメント㈱及び㈱楽天野球団

につきましては、当連結会計

年度に新規設立したことに伴

い、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。 

楽天トラベル㈱は、マイト

リップ・ネット㈱を当連結会

計年度において吸収合併して

おります。 

㈱キープライム及び㈱コ

ミュニケーションオンライン

につきましては、当連結会計

年度において当社が吸収合併

しております。 

㈱ビズシーク及び㈱ガイコ

ミュニケーションズにつきま

しては、前連結会計年度にお

いて連結対象子会社でありま

したが、当連結会計年度にお

いて清算結了しているため、

清算結了時までの損益計算書

のみを連結しております。 

２ 持分法の適用に

関する事項 

持分法適用の関連会社数 

      ７社 

持分法を適用している関連

会社は、次のとおりでありま

す。 

  ㈱ショウタイム 

 ㈱トラフィックゲート 

 ㈱テクマトリックス 

 ㈱ネクスト 

 インデックスデジタル㈱ 

 ㈱ローソンチケット 

 Ctrip.com  

    International, Ltd.  

㈱ローソンチケットについ

ては、平成16年1月、

Ctrip.com International, 

Ltd.については、平成16年６

月の株式譲受により、当社の

持分法適用の関連会社となっ

たものであります。 

持分法適用の関連会社数 

          10社 

持分法を適用している関連会

社は、次のとおりであります。 

㈱ショウタイム 

 ㈱トラフィックゲート 

 ㈱テクマトリックス 

 ㈱ネクスト 

 インデックスデジタル㈱ 

 ㈱ローソンチケット 

 Ctrip.com  

    International, Ltd. 

 ワールドトラベル 

システム㈱ 

 ドットコモディティ㈱ 

 エコロジーアセット 

マネジメント㈱ 

ドットコモディティ㈱につい

ては、当中間連結会計期間中の

増資引受により、また、エコロ

ジーアセットマネジメント㈱に

ついては、当連結会計期間中に

新規設立したことに伴い、当社

の持分法適用の関連会社となっ

たものであります。 

持分法適用の関連会社数 

          ８社 

持分法を適用している関連

会社は、次のとおりでありま

す。 

  ㈱ショウタイム 

 ㈱トラフィックゲート 

 ㈱テクマトリックス 

 ㈱ネクスト 

 インデックスデジタル㈱ 

 ㈱ローソンチケット 

 Ctrip.com  

    International, Ltd. 

 ワールドトラベル 

システム㈱ 

㈱ローソンチケットについ

て は 、 平 成 16 年 1 月 、

Ctrip.com International, 

Ltd.については、平成16年６

月、ワールドトラベルシステ

ム㈱については平成16年９月

の株式譲受により、当社の持

分法適用の関連会社となった

ものであります。 
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

３ 連結子会社の中

間決算日(決算日)等

に関する事項 

ディーエルジェイディレク

ト・エスエフジー証券㈱を除

く連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と同一で

あります。ディーエルジェイ

ディレクト・エスエフジー証

券㈱の中間決算日は、９月末

日でありますが、６月末日で

仮決算を実施し、中間連結財

務諸表を作成しております。

㈱サイバーブレインズ、創光

諮詢有限公司、楽天証券㈱、国

内信販㈱、楽天アセットマネジ

メント㈱、楽天ストラテジック

パートナーズ㈱、ティーケイビ

ル㈱、ティーケイコマースビル

㈱、ジェイ・ケイホールディン

グス㈱、国内信販サービス㈱、

梶山倉庫㈱及び㈱宮崎マリーナ

を除く連結子会社の中間決算日

は、中間決算日と同一でありま

す。 

楽天証券㈱、国内信販㈱、楽

天アセットマネジメント㈱、楽

天ストラテジックパートナーズ

㈱、ティーケイビル㈱、ティー

ケイコマースビル㈱、ジェイ・

ケイホールディングス㈱、国内

信販サービス㈱及び梶山倉庫㈱

の中間決算日は、９月末日であ

りますが、６月末日で仮決算を

実施し、中間連結財務諸表を作

成しております。 

㈱サイバーブレインズ、創光

諮詢有限公司及び㈱宮崎マリー

ナの中間決算日は、３月末日で

ありますが、６月末日で仮決算

を実施し、中間連結財務諸表を

作成しております。 

楽天証券㈱及び六本木ア

セットマネジメント㈱を除

く連結子会社の決算日は、

連結決算日と同一でありま

す。楽天証券㈱及び六本木

アセットマネジメント㈱の

決算日は３月末日でありま

すが、12月末日で仮決算を

実施し、連結財務諸表を作

成しております。 
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

① 満期保有目的の債券   

  償却原価法 

② その他有価証券 

時価あるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本注入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

① 満期保有目的の債券  

  同左 

② その他有価証券 

時価あるもの 

同左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

① 満期保有目的の債券 

        

② その他有価証券 

時価あるもの 

期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本注入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法を採用し

ております。 

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(附

属設備を除く)については

定額法を採用しておりま

す。 

耐用年数および残存価額

については、法人税法に規

定する方法と同一の基準に

よっております。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。耐用年数については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりま

す。 

ただし、ソフトウェア

(自社利用分)については、

社内における見込利用可能

期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 無形固定資産 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

 (3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し回収不能見

込額を計上しております。 

②退職給付引当金 

 一部の連結子会社では、

従業員の将来の退職給付に

備えるため、当中間連結会

計期間における退職給付債

務の見込額に基づき当中間

連結会計期間において発生

していると認められる額を

計上しております。 

数理計算上の差異はその

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り翌期から処理することと

しています。 

③役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社では、

役員退職慰労金支給に備え

るため、役員退職慰労金に

関する社内規程に基づく期

末要支給額を計上しており

ましたが、当中間連結会計

期間において役員退職慰労

金制度を廃止したため、当

中間連結会計期間における

計上はありません。 

④証券取引責任準備金 

 一部の連結子会社では、 

証券事故による損失に備

えるため、証券取引法第51

条の規定に基づき「証券会

社に関する内閣府令」第35

条に定めるところにより算

出した額を計上しておりま

す。 

           

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

②退職給付引当金 

     同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社では、

役員退職慰労金支給に備え

るため、役員退職慰労金に

関する社内規程に基づく期

末要支給額を計上しており

ます。 

 

 

 

 

④証券取引責任準備金 

     同左 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ポイント引当金 

顧客に付与されたポイ

ントの使用による費用発

生に備えるため、当中間

連結会計期末において将

来使用されると見込まれ

る額を計上しておりま

す。 

 （追加情報） 

  ポイント引当金は、ポ

イント付与数及びポイン

ト利用数が増加したこと

から重要性が増し、か

つ、当中間連結会計期末 

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 

    同左 

 

 

 

 

 

 

②退職給付引当金 

 一部の連結子会社では、

従業員の将来の退職給付に

備えるため、当連結会計年

度における退職給付債務の

見込額に基づき当連結会計

年度において発生している

と認められる額を計上して

おります。 

 数理計算上の差異はその

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り翌期から処理することと

しています。 

③役員退職慰労引当金 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④証券取引責任準備金 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

  において将来利用される

と見込まれる額の合理的

な算定が可能となったこ

とから、当中間連結会計

期間より計上することと

いたしました。 

  これに伴い、従来の方

法に比較して営業利益及

び経常利益はそれぞれ262

百万円減少し、さらに特

別損失として過年度分の

ポイント引当金繰入額を

1,022百万円計上したこと

により、税金等調整前中

間純利益は1,285百万円減

少しております。 

 

 (4) 重要な繰延資産の処理

方法 

            

 

(4) 重要な繰延資産の処理

方法 

①新株発行費 

 発行時に全額費用とし

て処理しております。 

②社債発行費 

 発行時に全額費用とし

て処理しております。 

③開業費 

 開業した年度に全額費

用として処理しておりま

す。 

(4) 重要な繰延資産の処理

方法 

①新株発行費 

 発行時に全額費用とし

て処理しております。 

②社債発行費 

           

 

③開業費 

 開業した年度に全額費

用として処理しておりま

す。 

 (5) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

 (6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は主として税

抜方式によっておりま

す。 

②「マージン売上」の計

上基準 

商品等の取扱高（流通総

額）に比例して利用料が計

算される「マージン売上」

のうちキャンセル受付期間

が設定されている取引につ

いては、取引発生時にキャ

ンセル発生見込額を控除し

た取引高に対する利用料を

売上として計上しておりま

す。 

なお、キャンセル発生見

込額はキャンセル発生実績

率に基づき算出しておりま

す。 

キャンセル受付期間完了前

売上高     348百万円

 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理 

同左 

 

 

 

②「マージン売上」の計

上基準 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャンセル受付期間完了前

売上高   1,039百万円 

 

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 ①消費税等の会計処理 

同左 

 

 

 

 ②「マージン売上」の計

上基準 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャンセル受付期間完了前

売上高   1,002百万円
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

５ 中間連結キャッ

シュ・フロー計算書(連

結キャッシュ・フロー

計算書)における資金の

範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還

期限の到来する短期投資から

なっております。 

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。
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 表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

(中間連結貸借対照表) 

 「繰延税金負債」は、前中間連結

会計期間では固定負債の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当

中間連結会計期間において区分掲記

しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「繰

延税金負債」の金額は0百万円であ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中間連結損益計算書） 

①「為替差益」は、前中間連結会計

期間では営業外収益の「その他」に

含めて表示しておりましたが、当中

間連結会計期間において区分掲記し

ております。 

なお、前中間連結会計期間の「為

替差益」の金額は0百万円でありま

す。 

②「支払手数料」は、前中間連結会

計期間では営業外費用の「その他」

に含めてに表示しておりましたが、

当中間連結会計期間において区分掲

記しております。 

なお、前中間連結会計期間の「支

払手数料」の金額は1百万円であり

ます。 

(中間連結貸借対照表) 

 事業の拡大に伴い、前中間連結会

計期間において別掲しておりました

科目のうち、金額的に重要性の乏し

くなった科目について以下のとおり

集約表示しております。 

  （流動資産） 

   有価証券       0百万円

   その他       41,642百万円

      その他計      41,642百万円

 

  （固定資産） 

   工具器具備品   4,314百万円

   その他     15,729百万円

      有形固定資産   20,044百万円

 

   投資有価証券  35,468百万円

   その他     39,450百万円

   投資その他の資産74,919百万円

 

  （流動負債） 

   未払金及び未払費用 

           17,420百万円

   前受金      4,376百万円

   その他     22,129百万円

   その他計    43,926百万円

 

  （固定負債） 

   繰延税金負債  5,683百万円 

   その他     12,146百万円 

   その他計    17,829百万円 

 

（中間連結損益計算書） 

①前中間連結会計期間で表示してい

た「受取利息」は、当中間会計期間

においては、「受取利息及び受取配

当金」に含めて表示しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「受

取配当金」の金額はありません。 

 

 

②「リース解約損」は、前中間連結

会計期間では特別損失の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当

中間連結会計期間において区分掲記

しております。 

 なお、前中間連結会計期間の

「リース解約損」は、136百万円であ

ります。 
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追加情報 

前中間連結会計期間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

                「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する連結会計年度

より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当中間連結会計期間か

ら「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２

月13日 企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号）に従い、法人事業

税の付加価値割および資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が199百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利益

が、同額減少しております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

平成17年６月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成17年６月30日現在 

前連結会計年度末 

平成16年12月31日現在 

※1．有形固定資産の減価償却累計額 

2,885百万円 

※1．有形固定資産の減価償却累計額 

27,909百万円 

※1．有形固定資産の減価償却累計額 

2,997百万円 

 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

※1. 販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

 (1) 広告宣伝費及び販売促進費 

 781百万円 

(2) 人件費       3,030百万円 

(3) 減価償却費      1,060百万円 

(4) 通信費及び保守費   1,216百万円 

(5) 委託費及び外注費   1,945百万円 

※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

(1) 広告宣伝費及び販売促進費 

2,682百万円 

(2) 人件費        4,112百万円 

(3) 減価償却費      1,507百万円 

(4) 通信費及び保守費   1,852百万円 

(5) 委託費及び外注費   3,622百万円 

※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

(1) 広告宣伝費及び販売促進費 

 2,112百万円 

(2) 人件費        6,349百万円

(3) 減価償却費       2,461百万円

(4) 通信費及び保守費    2,774百万円

(5) 委託費及び外注費    4,462百万円

※2．固定資産売却損の内訳は次のとおり

であります。 

工具器具備品      2百万円 

   電話加入権       0百万円 

   計          2百万円 

※2．固定資産売却損の内訳は次のとおり

  であります。 

   工具器具備品      0百万円 

                   

   計           0百万円 

※2．固定資産売却損の内訳は次のとおり  

  であります。 

工具器具備品    133百万円 

   電話加入権       0百万円 

   計         133百万円 

※3．固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。 

       建物           33百万円 

       工具器具備品      12百万円 

       ソフトウェア     0百万円 

       電話加入権       1百万円 

 計         47百万円 

※3．固定資産除却損の内訳は次のとおり

  であります。 

      建物         7百万円 

      工具器具備品      19百万円 

      ソフトウェア     1百万円 

                  

計        28百万円 

※3．固定資産除却損の内訳は次のとおり 

  であります。 

       建物及び構築物      25百万円 

       工具器具備品      38百万円 

       ソフトウェア    114百万円 

       その他         1百万円 

      計        179百万円 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

1．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成16年６月30日現在） 

1．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成17年６月30日現在）

1．現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成16年12月31日現在）

 現金及び預金勘定 17,751百万円   現金及び預金勘定 72,303百万円 現金及び預金勘定 32,396百万円

 有価証券勘定 0百万円   拘束性預金 △18百万円 拘束性預金 △6百万円

     有価証券勘定 0百万円 有価証券勘定 0百万円

 計 17,751百万円   計 72,285百万円 計 32,390百万円
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

1．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

1．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

1．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（借主側） 

（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額

 
取 得価 額

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

建物 
百万円 

80 

百万円 

16 

百万円 

64 

工具器具

備品 
4,080 2,286 1,793 

ソフト

ウェア 
3,927 1,967 1,959 

合計 8,088 4,271 3,817 

 

 
取 得 価 額

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

中間期末

残 高

相 当 額

建物 
百万円

3

百万円

2

百万円

0

工具器具

備品 
8,080 4,273 3,807

ソフト

ウェア
4,217 2,174 2,042

合計 12,300 6,449 5,850

 

 
取 得 価 額

相 当 額 

減価償却

累 計 額

相 当 額

期 末

残 高

相 当 額

建物 
百万円 

3 

百万円

1

百万円

1

工具器具

備品 
3,919 2,242 1,677

ソフト

ウェア
4,538 2,324 2,214

合計 8,462 4,568 3,893

 
（2） 未経過リース料中間期末残高相当額 （2） 未経過リース料中間期末残高相当額 （2） 未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 2,566百万円 

１ 年 超 1,352百万円 

合   計 3,919百万円 

１ 年 内 1,914百万円 

１ 年 超 3,781百万円 

合   計 5,695百万円 

１ 年 内 1,426百万円 

１ 年 超 2,658百万円 

合   計 4,084百万円 

（3）支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料    48百万円 

減価償却費相当額  46百万円 

支払利息相当額    2百万円 

支払リース料    1,640百万円 

減価償却費相当額 1,618百万円 

支払利息相当額    154百万円 

支払リース料   1,631百万円 

減価償却費相当額 1,457百万円 

支払利息相当額    161百万円 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

（5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同  左 

（5）利息相当額の算定方法 

同  左 
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前中間連結会計期間 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

                 2．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（貸主側） 

                 

 （1）リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高 

 

  取 得 価 額
減価償却

累 計 額

中間期末

残 高

建物・建物

附属設備 

百万円

43

百万円

41

百万円

1

工具器具 

備品 
20,129 18,290 1,838

車両 

運搬具 
106 89 16

ソフト 

ウェア 
40 35 5

合計 20,320 18,457 1,862

 

 

 

 （2） 未経過リース料中間期末残高  

 １ 年 内 1,261百万円 

１ 年 超   682百万円 

合   計 1,944百万円 

 

 （3）受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

                  

 

 （4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

 

 （5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間（平成16年６月30日現在） 

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの  

     該当事項はありません。 

 

2. その他有価証券で時価のあるもの   （単位：百万円）

種  類 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 

計上額 
差  額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株   式 1,437 18,771 17,333

小   計 1,437 18,771 17,333

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

株   式 

債   券 

そ の 他 

―

―

100

― 

― 

99 

―

―

△0

小   計 100 99 △0

合   計 1,537 18,870 17,332

 

 

3. 時価評価されていない有価証券の主な内容       （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株を除く) 904

 

 

当中間連結会計期間（平成17年６月30日現在） 

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの  

     該当事項はありません。 

 

2. その他有価証券で時価のあるもの   （単位：百万円）

種  類 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 

計上額 
差  額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株   式 3,530 17,605 14,075

小   計 3,530 17,605 14,075

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの   

株   式 

そ の 他 

907

100

860 

99 

△47

△0

小   計 1,007 959 △48

合   計 4,538 18,565 14,027
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3. 時価評価されていない有価証券の主な内容 （単位：百万円） 

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

満期保有目的の債券 

 公社債 0

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株を除く) 2,363

 その他 5,162

 

前連結会計年度（平成16年12月31日現在） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

      該当事項はありません。 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

種類 取得原価 
連結貸借対照表 

計上額 
差額 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
 

株式 1,437 12,234 10,797

小計 1,437 12,234 10,797

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
 

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 100 99 △0

小計 100 99 △0

合計 1,537 12,333 10,796

 

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株を除く) 814

 その他 3,120
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（デリバティブ取引関係） 

 

前中間連結会計期間（自 平成16年１月１日  至 平成16年６月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間連結会計期間において該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成17年１月１日  至 平成17年６月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間連結会計期間において該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日  至 平成16年12月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当連結会計年度において該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

1.  事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成16年１月１日  至 平成16年６月30日）                          （単位：百万円） 

 ＥＣ事業 

ポータル・

メディア 

事業 

トラベル

事業 
金融事業

プロ 

スポーツ

事業 

計 

消去 

又は 

全社 

連結 

売上高        

外部顧客に対する売上高 9,239 2,269 2,491 6,623 ― 20,623 ― 20,623

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
65 385 4 ― ― 455 (455) ―

計 9,305 2,654 2,495 6,623 ― 21,078 (455) 20,623

営業費用 6,385 2,163 1,521 3,901 ― 13,971 (498) 13,473

営業利益 2,919 491 974 2,721 ― 7,106 42 7,149

 

当中間連結会計期間（自 平成17年１月１日  至 平成17年６月30日）                          （単位：百万円） 

 ＥＣ事業 

ポータル・

メディア 

事業 

トラベル

事業 
金融事業

プロ 

スポーツ

事業 

計 

消去 

又は 

全社 

連結 

売上高        

外部顧客に対する売上高 14,621 3,122 3,066 11,619 3,390 35,820 ― 35,820

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
85 740 22 ― 204 1,052 (1,052) ―

計 14,707 3,862 3,088 11,619 3,594 36,872 (1,052) 35,820

営業費用 9,857 2,952 1,884 7,879 3,424 25,999 (1,038) 24,960

営業利益 4,849 910 1,203 3,739 170 10,873 (13) 10,859

 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日  至 平成16年12月31日）                             （単位：百万円） 

 ＥＣ事業 

ポータル・

メディア 

事業 

トラベル

事業 
金融事業

プロ 

スポーツ

事業 

計 

消去 

又は 

全社 

連結 

売上高        

外部顧客に対する売上高 21,331 4,904 5,411 13,919 ― 45,567 ― 45,567

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
112 823 12 ― ― 948 (948) ―

計 21,443 5,728 5,424 13,919 ― 46,516 (948) 45,567

営業費用 14,325 4,639 3,262 9,257 54 31,540 (1,032) 30,507

営業利益 7,117 1,088 2,161 4,661 (54) 14,975 83 15,059

（注） 

1. 各セグメントに属する主要なサービスの内容等については、「企業集団の状況」に記載しております。 

2. 平成17年１月より事業の一層の連携強化を図るため、事業カンパニーの再編を行ったことに伴い、当中間連結

会計期間よりセグメント区分の見直しを行っております。なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度の数

値についても変更後のセグメント区分に組み替えて記載しております。 
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2.  所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦の売上高の全セグメントの売上

高の合計に占める割合はいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

3.  海外売上高 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高はいずれも連結売上高の

10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

１株当たり 

純資産額 
23,606円50銭

 

１株当たり 

純資産額 
4,527円59銭

 

１株当たり 

純資産額 
38,814円92銭

 

１株当たり 

中間純損失 
7,659円41銭

 

１株当たり 

中間純利益 
438円42銭

 

１株当たり 

純損失 
12,458円37銭

 

 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益 

434円20銭

 

 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、当中間連結会計期

間末において新株引受権の残高があ

りますが、１株当たり中間純損失が

計上されているため記載しておりま

せん。 

当社は、平成17年２月21日付で１：

10の株式分割を実施しております。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたとして仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のとお

りとなります。 

前中間連結会計

期間 

前連結会計年度 

１株当たり純資

産額 

 2,360円65銭 

１株当たり中間

純損失 

  765円94銭 

１株当たり純資

産額 

 3,881円49銭 

１株当たり当期

純損失 

 1,245円83銭 
 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、当連結会計年度末

において新株引受権の残高がありま

すが、１株当たり当期純損失が計上

されているため記載しておりませ

ん。 
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（注）1. １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、

下記のとおりであります。                       （単位：百万円、千株） 

項目 

前中間連結会計期間 

自 平成16年１月１日

至 平成16年６月30日

当中間連結会計期間 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成16年１月１日

至 平成16年12月31日

中間（当期）純利益又は純損失（△） △8,650 5,180 △14,271

普通株主に帰属しない金額 

(うち利益処分による役員賞与金) 

―

(―)

― 

(―) 

15

(15)

普通株式に係る中間（当期）純利益 

又は純損失（△） 

△8,650 5,180 △14,286

普通株式の期中平均株式数 1,129 11,816 1,146

中間（当期）純利益調整額 ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主な内訳 

 新株予約権 

 

―

 

 

115 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益の算定に含まれなかった潜

在株式 

新株予約権 １種類 

 (新株予約権の数 

5,028個) 

旧商法第289条ノ19の

規定に基づく新株引受

権 ２種類 

第２回無担保新株引受

権付社債 

(新株引受権の残高  

0百万円) 

第３回無担保新株引受

権付社債 

（新株引受権の残高 

1百万円） 

           新株予約権 ２種類 

 （新株予約権の数 

8,309個） 

旧商法第289条ノ19の

規定に基づく新株引受

権 ２種類 

第２回無担保新株引受

権付社債 

(新株引受権の残高  

0百万円) 

第３回無担保新株引受

権付社債 

（新株引受権の残高 

1百万円） 

2．当中間連結会計期間の期中平均株式数及び１株当たり当期純利益は、期首に株式分割が行われたもの

として計算しております。 
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（生産、受注及び販売の状況） 

1.  生産実績 

当社グループは、インターネット上での各種サービスの提供を主たる事業としており、生産に該当する事項が

ないため、生産実績に関する記載はしておりません。 

 

2.  受注実績 

当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。 

 

3.  販売実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの販売実績は、次のとおりであります。 

(単位：百万円) 

 
事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日 前 年 同 期 比 

Ｅ Ｃ 事 業 14,621 158.3％ 

ポ ー タ ル ・ メ デ ィ ア 事 業 3,122 137.6％ 

ト ラ ベ ル 事 業 3,066 123.1％ 

金 融 事 業 11,619 175.4％ 

プ ロ ス ポ ー ツ 事 業 3,390 ― 

合    計 35,820 173.7％ 

（注）1.  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2.  当社単体ベースの品目別販売実績の推移は次のとおりであります。 

品目別販売実績（当社単体ベース） 

（単位：百万円） 

前中間会計期間 

自 平成16年１月１日 

至 平成16年６月30日 

当中間会計期間 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日 

前事業年度 

自 平成16年１月１日 

至 平成16年12月31日 
品  目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

出 店 料 売 上 2,527 26.8％ 3,443 23.7％ 5,477 25.7％

マージン売上 2,316 24.6％ 3,643 25.1％ 5,336 25.1％

広 告 売 上 2,539 26.9％ 4,254 29.3％ 5,849 27.5％

ポータル売上 1,580 16.8％ 2,266 15.6％ 3,400 16.0％

そ の 他 売 上 460 4.9％ 927 6.4％ 1,219 5.7％

合  計 9,424 100.0％ 14,536 100.0％ 21,283 100.0％

（注）1. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2. 各品目に含まれる主な売上の内容 

出店料売上 『楽天市場』出店料（固定部分）、『楽天ビジネス』出展料（同） 

マージン売上

「楽天スタンダード・楽天ライト」システム利用料（従量部分）、 

共同購入サービス利用料、モバイルコマースサービスシステム利用料、 

フリーマーケットオークション利用料、『楽天トラベル』利用料、 

『楽天GORA』利用料 

広告売上 バナー広告、メール広告 

ポータル売上 バナー広告、メール広告、有料サービス課金収入 

その他売上 楽天大学受講料、決済物流関連の手数料収入 
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